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豊かな自然環境と
快適な生活環境の確保

北九州市自然環境保全基本計画

本市における自然環境保全施策を総合的・計画的に推進し、新たな課題に対応する

ため、平成17年度に本計画を策定しました。計画は5つの目標とリーディングプロ

ジェクトを掲げ推進し、市民・NPO・事業者・市等で構成される「北九州市自然環

境保全ネットワークの会」が進行管理を行うという特長があります。

響灘・鳥のさえずる緑の回廊創成基本構想

若松区響灘埋立地区において自然の創成を図り、産業と自然との共生を目指して、

平成17年度に本構想を策定しました。具体的には、市民や企業の協力を得て、公園

や道路沿線の緑地を整備する「緑の回廊づくり」と拠点となる緑地を整備する「緑の

拠点づくり」という2つの柱からなっています。また、「緑の回廊づくり」を進める

ため、市民・事業者・行政が協力して、どんぐりの種から苗木を育てる仕組み「響・

どんぐり銀行」を創設し、活動を推進しています。

自然環境の保全と都市部の緑の創出

●北九州市「緑の基本計画」

うるおいと活気のある都市空間の創造を目指して、平成4年度に本計画を策定しました。

「パノラマの緑とまちの緑が育むいきいき北九州」を基調テーマに「緑の保全と活用」、「市街地の緑化」、「体系的な公園

緑地の整備」、「管理の充実と緑化の推進」を4つの柱として様々な公園緑地事業に取り組んでいます。

●緑の保全と活用

「北九州市風致地区条例」に基づき、自然環境に恵まれている区域の景観を保護し、周囲との環境と開発の調和を図り、

快適な環境を創出するために風致地区の指定を行っています（15箇所・12,870.7ha）。また、都市の中の良好な自然

環境を形成している樹林地や水辺地を「特別緑地保全地区」として指定し、現状のまま保全を行っています（17箇所・

83.3ha）。市域内には、国立公園が1箇所、国定公園が2箇所、県立自然公園が1箇所指定されていて、面積は8,953ha

（市域面積の約19％）となっています。

●市街地の緑化

緑の多様な効用を用いて都市景観の向上と市街地の活性化を目指し「緑のネット

ワーク」を創出します。具体的には、①公共用地（公園・街路・河川等）の緑化（18

年度の緑化実績：37,616本）、②民有地の緑化は、地域住民相互の合意によって締

結された「緑地協定」を市が認可し支援するものや市と事業者間で「工場等緑化協定」

を締結し緑化を推進するなどを中心に行っています。また、「北九州市花の総合計画」

（平成5年度策定）に基づき、花の普及活動・花づくりの実践・花づくりの活性化をテー

マに事業を展開しているほか、緑化活動の推進のための基金も創設しています。

●体系的な公園の整備

平成18年度末の都市公園の整備状況は、総数1,600箇所・総面積1,110.9ha と

なっています。主な公園整備としては、小倉都心部のさらなるにぎわいの創出と回

遊性を高めるためるため「勝山公園」の整備を進めています。

第1節 豊かな自然環境の保全とふれあいの確保

目　　標 プロジェクト

多様な自然環境の保全

市民が育む自然

身近に自然を感じる
都市づくり

市民と自然との
ふれあいの推進

自然・生物に関する
情報の整備

曽根干潟環境保全の取組

自然環境に精通した人材の育成

響灘・鳥がさえずる緑の回廊創成事業

里地里山の持続的な利用
～小倉南区発「日本のふるさと」
　推進プロジェクトの推進支援～

自然環境調査の実施とデータベースの構築

◆響・どんぐり銀行 育苗参加企業・団体（順不同）

17年度
～

18年度
～

電源開発 ㈱ 若松総合事業所

㈱ 光正北九州事業所

日本通運 ㈱ 北九州支店エコタウン営業所

佐伯建設工業 ㈱ 

三井鉱山 ㈱ 北九州事業所

高野興産 ㈱ 

西日本オートリサイクル ㈱ 

NPO法人北九州ビオトープ・ネットワーク研究会

イオン八幡東ショッピングセンター

イオン九州 ㈱ ジャスコ若松店

◆都市公園開設面積（平成18年度末）

種　　類 開設面積累計（ha）

都

市

公

園

街 区 公 園

近 隣 公 園

地 区 公 園

総 合 公 園

運 動 公 園

特 殊 公 園

緑 道・緑 地

広 域 公 園

そ の 他

小　　　計

港 湾 緑 地

計

195.7

107.3

62.2

69.7

65.6

149.0

82.0

376.4

3.0

1,110.9

36.4

1,147.3
（注）都市公園総面積11,108,533m²
　　（一人当り11.27m²）（県営公園を含む）
（注）港湾緑地を算入した公園・緑地面積11,472,691m²
　　（一人当り11.64m²）（県営公園を含む）

親しみのある河川の整備

●環境に配慮した河川整備

本市では、河川改修にあたっては、できる限り生態系の調査・分析を行い、良好な自然環境の保全・創出を目指すととも

に、うるおいのある生活環境としての水辺づくりに取り組んでいます。

●市民参加型の河川整備 

水辺を市民が自然とふれあう場として活用し、市民と行政が一体となって良好な水辺を維持していくため、事業の計画段

階から市民の意見を取り入れる市民参加の川づくりに取り組んでいます。具体的には、紫川の「マイタウン・マイリバー整

備事業」や板櫃川の「水辺の楽校プロジェクト」、撥川の「河川再生事業」等があります。

●ほたるのふるさとづくり

公共下水道の普及や河川整備等により水質が回復し、市民を中心にホタルの保護活動が熱心に行われた結果、市内の60

以上の河川でホタルが確認されています。平成 4年度から展開している「ほたるのふるさとづくり」により水辺の改善だ

けでなく、地域コミュニティ活動の活性化にも成果をあげています。

臨海部の整備

●海辺のマスタープラン2010

平成 13年度に「海辺のマスタープラン 2010」を策定し、市民が気軽に利用できる水際線 25kmの整備を進めていま

す。また、多くの人が訪れ、魅力あふれる「拠点エリア」（5箇所）、地域住民の利用を重視した「地域密着エリア」（7箇所）

に分類しメリハリのついた整備を行います。平成18年度末までに、約13.3km（目標の約53％）が完成しています。

●市民参加による洞海湾の環境修復

平成15～ 16年度に、国・市が共同で「ムラサキイガイを使った洞海湾の環境修復技術」の実証実験を行い、市民参加

型の環境修復手法「マイロープ・マイ堆肥」を開発しました。そして、その成果をもとに、平成17年度から小学校や市民

団体と協働して、当手法を利用した洞海湾の環境修復社会実験に取り組んでいます。

里地里山の保全と利用

●森林

本市の森林面積は、18,700ha で市域の約 4割を占めています。このうち、水源のかん養や土砂の流出の防備などの特

定の目的を有し、法により土地の形質変更等を制限された森林が保安林です。本市の保安林の面積は4,890ha です。

●農地

農地は農産物の生産のみならず、「水源かん養」、「景観保全」など多面的な機能を有しています。優良農地を保全するため、

農業上の利用を確保すべき土地として、1,416ha の農用地区域を指定しています。

自然とのふれあい講座の開催

市民が市域に生息する希少な野生生物や豊かな自然環境とふれあう機会をつくるた

め、エコツアー（自然環境講座）を平成14年度から開催しています。18年度は「カ

ブトガニの産卵観察」など市民団体の協力を得て環境局が主催したものと、「カヌー

教室」などNPOが主体となり開催したものがありました。

▲カヌーを楽しみながらごみ拾い
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●一般環境大気測定局（14測定局）

二酸化いおう、二酸化窒素、一酸化炭素、浮遊粒子状物質は、すべての測定局で環境基準に適合していました。光化学

オキシダントは、評価対象時間帯（5時～ 20時）すべての時間帯で環境基準に適合した測定局はありませんでしたが、

全測定時間において緊急時の措置（光化学スモッグ注意報等の発令）をとる事態は生じませんでした。

●自動車排出ガス測定局（5測定局）

自動車排出ガスについては、一酸化炭素、浮遊粒子状物質はすべての測定局で環境基準に適合していましたが、二酸化

窒素が交通量の多い黒崎測定所で環境基準に不適合でした。

●有害大気汚染物質

トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、ジクロロメタンは、すべての測定局で環境基準に適合していましたが、

ベンゼンが西本町測定所で環境基準に不適合でした。これは自動車排ガスの影響によるものと考えられます。

●アスベスト

5測定局で大気中のアスベスト濃度を測定したところ、年間平均値は0.17/ ℓで、低い数値でした。

第2節 安心して暮らせる快適な生活環境の確保

◆大気汚染に係る環境基準適合状況の推移（二酸化いおう等 5物質）

（注）＊適合状況は長期的評価によるものである。
　　＊光化学オキシダントについては、測定時間毎に評価する短期的評価を行うこととなっており、評価時間帯（5時から20時）に各測定局において
　　　環境基準に適合となった時間数の割合は、平成18年度は87.0％～98.8％の範囲であった。

区分

一般環境
大気
測定局

自動車
排出ガス
測定局

項　　目 適合局
／

測定局数

適合率
（％）

適合局
／

測定局数

適合率
（％）

適合局
／

測定局数

適合率
（％）

適合局
／

測定局数

適合率
（％）

適合局
／

測定局数

適合率
（％）

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度

二酸化いおう

二酸化窒素

一酸化炭素

浮遊粒子状物質

光化学オキシダント

二酸化窒素

一酸化炭素

浮遊粒子状物質

14／ 14

14／ 14

１／ 1

0／ 14

0／ 14

4／ 5

5／ 5

0／ 5

100

100

100

0

0

80

100

0

14／ 14

14／ 14

１／ 1

14／ 14

1／ 14

2／ 5

5／ 5

5／ 5

100

100

100

100

7

40

100

100

14／ 14

14／ 14

１／ 1

14／ 14

0／ 14

4／ 5

5／ 5

4／ 5

100

100

100

100

0

80

100

80

14／ 14

14／ 14

１／ 1

13／ 14

0／ 14

3／ 5

5／ 5

4／ 5

100

100

100

93

0

60

100

80

14／ 14

14／ 14

１／ 1

14／ 14

0／ 14

4／ 5

5／ 5

5／ 5

100

100

100

100

0

80

100

100

（注）測定局は一般環境大気測定局3局（北九州観測局、企救丘観測局、若松観測局）及び自動車排出ガス測定局2局（西本町測定所、門司測定所）の計5局。
　　門司測定所は平成18年度から測定開始。

項　　目 適合局
／

測定局数

適合率
（％）

適合局
／

測定局数

適合率
（％）

適合局
／

測定局数

適合率
（％）

適合局
／

測定局数

適合率
（％）

適合局
／

測定局数

適合率
（％）

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度

ベンゼン

トリクロロエチレン

テトラクロロエチレン

ジクロロメタン

4／ 4

4／ 4

4／ 4

4／ 4

100

100

100

100

3／ 4

4／ 4

4／ 4

4／ 4

75

100

100

100

3／ 4

4／ 4

4／ 4

4／ 4

75

100

100

100

4／ 4

4／ 4

4／ 4

4／ 4

100

100

100

100

4／ 5

5／ 5

5／ 5

5／ 5

80

100

100

100

◆大気汚染に係る環境基準適合状況の推移（ベンゼン等4物質）

豊かな自然環境と快適な生活環境の確保▶▶

水環境の保全

●河　川　

健康項目について、ふっ素及びほう素を除いて27環境基準点で環境基準に適合していました。ふっ素が6環境基準点、

ほう素が10環境基準点で環境基準を超過しましたが、これらの地域は感潮域で、海水中に含まれるふっ素及びほう素の

影響を受けたもので、工場排水などの人的由来によるものではありません。

●湖沼（ます渕ダム） 

健康項目について、環境基準に適合していました。生活環境項目のうち、代表的水質指標であるCOD（化学的酸素要求量）

及び富栄養化の指標である全燐については環境基準に適合していました。

●海　域　 

健康項目について、7環境基準点すべてで環境基準に適合していた。また生活環境項目のうち、代表的水質指標である

COD（化学的酸素要求量）については周防灘（S-1）を除きすべての環境基準点で環境基準に適合していました。富栄養

化の指標である全窒素及び全燐については環境基準に適合していました。

●地下水　

概況調査及び汚染井戸周辺調査を 50井戸で実施した結果、6井戸（非飲用井戸）が環境基準に不適合でした。また、

過去に汚染が確認された井戸については、毎年、定期モニタリング調査を実施しており、平成18年度は 16井戸を調査

した結果、14井戸が環境基準に不適合でした。主な検出物であるテトラクロロエチレンは、かつでは主にドライクリー

ニングの溶剤や金属の洗浄などに使われてきた有機塩素系溶剤ですが、現在ではほとんど使われておらず、過去に使用さ

れたものによる汚染であると考えられます。

●土壌汚染対策

市街地等における土壌汚染対策については、平成 15年 2

月に土壌汚染対策法が施行され、法に基づいた調査や対策が

進められています。この法律は、有害物質を取り扱っている

工場・事業場の土壌について、汚染の有無が不明なまま放置

され、のちに、再開発等により住宅や公園等に利用されるこ

とによって、人への健康影響が生じるのを防ぐために策定さ

れました。本市においては、平成19年 3月末現在、土壌の

汚染状態が指定基準に適合しない指定区間は2件となってい

ます。また、土壌汚染対策法対象外の調査や不動産取引に伴

う自主調査において、土壌汚染が判明した場合は、「北九州

市土壌汚染対策指導要領」に基づいて指導を行っています。

●下水道の普及促進

下水道普及率は平成17年度に 99．8％に達し、下水整備

は概成しました。現在、処理施設として、新町、日明、曽根、

北湊、皇后崎の5浄化センターが稼動しており、全浄化セン

ターで1日あたり約53万㎥の汚水を処理しています。

調査
一定の機会※をとらえて、土地の所有者等が指定調査機関に依頼して、
土壌汚染状況調査を実施し、都道府県等（本市の場合、本市）に調査結
果を報告
※一定の機会：有害物質使用特定施設の使用の廃止時、土壌汚染により健康
被害が生ずるおそれがあると都道府県等（本市の場合、本市）が認めるとき

指定区域に指定
土壌の汚染状態が指定基準に適合しない区画について、都道府県等（本市
の場合、本市）が指定区域に指定し、指定区域台帳に記載して公衆に閲覧

指定区域の管理
【土地の形質の変更の制限】指定区域において土地の形質変更をしようと
する者は都道府県等に届出。適切でない場合は、都道府県等が計画の
変更命令。
【汚染の除去等の措置】土壌汚染により健康被害が生ずるおそれがあると
認められるときは、都道府県等（本市の場合、本市）が土地の所有者又
は汚染原因者に対し、汚染の除去等の措置の実施を命令。

汚染の除去が行われた場合、指定区域の指定を解除

土壌汚染対策法の概要
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騒音・振動対策

●自動車騒音

市内主要道路 28区間で騒音測定を行い、環境基準の適合状況を評価した結果、評価対象戸数（32,481 戸）のうち、

近接空間（14,275戸）においては11,811戸（82.7％）、非近接空間（18,206戸）においては18,008戸（98.9％）

が昼夜ともに環境基準に適合していました。

●新幹線騒音・振動

騒音については、測定を実施した 19地点のうち、10地点で環境基準に適合していました。振動は指針値「環境保全

上緊急を要する新幹線鉄道振動対策について」を超える地点はありませんでした。

●航空機騒音

芦屋基地周辺の 12地点で

測定し、すべての地点で環境

基準に適合していました。し

かしながら周辺住民からの苦

情が依然としてあることか

ら、防衛施設庁への住宅防音

工事助成対象区域（第一種区

域）の拡大、環境省への航空

機騒音の評価方法の再検討を

引き続き要望していきます。

昼　　　間：6時～22時　　　　　　　　　　　　　　　　夜　　　間：22時～6時　
近 接 空 間：道路端から0～20m（2車線以下は0～15m）　非近接空間：道路端から20～50m（2車線以下は15～50m）

（注）

◆平成18年度　主要道路自動車騒音環境基準適合状況

昼間適合

近接空間

非近接空間

評価区間全体

14,275

18,206

32,481

環境基準適合戸数

適合率

環境基準適合戸数

適合率

環境基準適合戸数

適合率

13,120

91.9%

18,167

99.8%

31,287

96.3%

11,826

82.8%

18,008

98.9%

29,834

91.9%

11,811

82.7%

18,008

98.9%

29,819

91.8%

1,140

8.0％

39

0.2%

1,179

3.6%

夜間適合 昼夜ともに適合 昼夜ともに不適合 対象戸数

（注）地点番号4、5は第一種区域内である。
　　 環境基準　（地域類型Ⅰ：70WECPNL、Ⅱ：75WECPNL）

地点番号

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

若松区高須西二丁目

八幡西区三ツ頭二丁目

八幡西区浅川日の峯二丁目

八幡西区三ツ頭一丁目

八幡西区浅川台三丁目

八幡西区日吉台二丁目

八幡西区自由ヶ丘

八幡西区日吉台一丁目

八幡西区浅川学園台二丁目

若松区高須東四丁目

若松区青葉台西三丁目

若松区東二島五丁目

67

61

66

63

71

71

67

63

67

63

62

60

Ⅰ

Ⅱ

Ⅰ

Ⅰ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅰ

Ⅰ

Ⅱ

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

測定地点 WECPNL 地域類型

H18.11.21～

H18.11.1～

H18.4.1～

H18.12.7～

H18.10.16～

H18.10.30～

H18.8.22～

H18.9.26～

H18.8.21～

H18.12.9～

H18.9.6～

H18.9.19～

H18.12.5

H18.11.15

H18.10.18

H18.12.20

H18.10.29

H18.11.13

H18.9.4

H18.10.10

H18.9.10

H18.12.22

H18.9.24

H18.10.2

測定期間

◆平成18年度 芦屋基地航空機騒音測定結果

◆平成18年度 新幹線鉄道騒音・振動測定結果

（注）△は環境基準（振動は指針値）超過を示す。
　　騒音環境基準　（地域類型Ⅰ：70デシベル、Ⅱ：75デシベル）、振動指針値　70デシベル

地点
番号

測定地点 測定日
距離別騒音レベル（デシベル） 距離別振動レベル

（デシベル）

1

2

3

4

5

小倉北区上富野

小倉北区平松町

八幡西区小嶺

八幡西区茶屋の原

八幡西区大字楠橋

△71

66

△73

△73

△71

68

67

△73

△72

△74

61

63

70

△71

△74

-

-

66

63

70

-

-

-

-

64

45

53

57

57

57

H18.5.16

H18.5.29

H18.5.22

H18.5.24

H18.5.18

43

47

50

56

54

高架

高架

盛土

盛土

盛土

Ⅰ

Ⅱ

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

地域
類型

122

142

283

286

284

列車
速度

（km/h）12.5m 25m 50m 100m 200m 12.5m 25m

軌道
構造

豊かな自然環境と快適な生活環境の確保▶▶

化学物質対策

●ダイオキシン類

大気、公共用水域（河川・海域・湖沼）、地下水、土壌の調査を行った結果、すべての測定地点で環境基準に適合して

いました。

●内分泌かく乱化学物質（環境ホルモン）

魚類等への影響が確認された物質（ノニルフェノール、4-t- オクチルフェノール、ビスフェノール A）について、公共

用水域における存在実態を把握するため、平成17年度より5ヵ年計画で環境調査を実施しました。その結果、ノニルフェ

ノールについて魚類に対して内分泌かく乱作用を与えないと考えられる濃度を超過する結果となりました。今後とも引き

続き調査を実施し、原因究明に努めます。

●PRTR（Pollutant Release and Transfer Register）制度

平成14年度から法律に基づいた PRTRの届出が行われていますが、北九州市における平成18年度の集計結果（平成

17年度の排出量・移動量）は、環境への排出量が2,418 トンで全国排出量の0.9%、事業所外への移動量が3,019 ト

ンで全国移動量の1.3％でした。

●PCB廃棄物処理施設及びその周辺の環境モニタリングについて

PCB廃棄物処理施設周辺の大気、公共用水域（海域）、底質、土壌について、PCB、ダイオキシン類、ベンゼンの測定

を行った結果、すべての測定地点で環境基準等に適合していました。また、施設からの排気、下水放流水及び雨水排水に

ついても測定を行った結果、すべての測定箇所で排出基準に適合していました。

悪臭対策

悪臭は臭気のある多種類の物質によって構成されていることが多く、工場・事業場から発生する臭いは、時には不快な臭

いとなって周辺住民の生活環境を損なうものとなっています。また、住宅地の郊外部への拡大や住工混在地域が多いこと、

さらには身近な環境に対する市民の関心が高まっていることなどから多種多様な悪臭公害が顕在化してきています。

◆北九州PCB廃棄物処理事業の概要

施設立地場所

事業主体

処理対象物

施設の能力

日本環境安全事業（株）

北九州市若松区響町1－62－24

岡山県以西17県のＰＣＢ廃棄物

［PCB油］第1期（現在）：0.5㌧/日（PCB油分解量）
＊第2期処理施設（平成21年3月操業開始予定）
とあわせて1.5㌧/日
［PCB汚染物等］10.4㌧/日（PCB汚染物重量）
（第2期施設で平成21年3月処理開始予定）

処理方式

今後のスケジュール
（予定）

高圧トランス
高圧コンデンサ

前処理方式：
洗浄法と真空加熱分離法
液処理方式：
脱塩素化分解法

平成19年 9月 第 2期施設工事着工
平成21年 3月  第 2期施設操業開始
平成27年 3月  処理完了

プラズマ溶融分解法

ＰＣＢ汚染物等（安定
器、ノーカーボン紙、
汚泥等）
＊第2期施設で平成
21年3月処理開始予
定

◆悪臭に係る苦情件数の推移

苦情
件数

行政指導
件数

年度 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18

118 140 134 109 128 155 183 192 165 195

0 0 0 0 0 0 0 1 2 2

◆平成18年度 悪臭測定実施状況

発生源業種
アスファルト製造工場
廃棄物処理事業場
肥料・飼料工場
と　畜　場

計

1
1
1
1
4

工場・事業場数
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自動車環境対策の推進

本市における自動車保有台数は、平成 17年度末で 57万台を超え、

前年度比で 0.8%増加しており、自動車への依存度は依然として高い

状況にあります。自動車環境対策を推進していくため、平成 14年 2

月に「北九州市自動車公害対策推進協議会」を設置し、効果的な取組

の検討を開始しました。現在、自動車環境対策に関する施策として、

低公害車の普及やエコドライブの推進等に取り組んでいます。また、

平成15年 6月からアイドリングストップ運動を開始し、事業所450

社、市民20,454名（平成19年 3月 31日現在）が参加しています。

【平成18年度に実施した主な施策】

•市公用車への低公害車の率先的な導入（平成 19

年 3月末現在、導入率43.4％）

•民間事業者による最新規制適合車等代替に

　対する助成（トラック3台に助成）

•エコカーフェア2006（平成 18年 10月に開催）

環境科学研究所における検査・研究

●保健衛生部門

•健康被害の予防のため、加工食品で使用される食品添加物や、野菜・果物などの残留農薬、食品中の化学物質の検査を行っ

ています。

•食中毒発生時の原因究明のための検査や、細菌やウイルスで起こる病気の流行の拡大を防止するための調査研究を行って

います。

●環境科学部門

•有害な大気汚染物質やアスベスト、公共用水域や工場排水の定期的な水質の検査、及びそれに関する調査研究を行ってい

ます。また、市民からの苦情、事故の原因調査を行っています。

公害に関する苦情・要望

産業公害の沈静化とともに、住宅・商業地域などにおいて、市民生活に関連した苦情（都市・生活型苦情）の割合が多く

なっています。平成18年度の公害に関する苦情・要望件数は624件で、そのうち都市・生活型苦情・要望件数は315件

となっており、、全体の50．5％を占めています。

市民からの苦情・要望に対しては、当事者への事情聴取や

現地調査を行い、法律・条例の違反があれば、発生源に対し

て施設や作業方法の改善などを指導しています。また、関係

部局と連携を図りつつ、迅速・的確な処理を行い、解決を図

るよう努めています。

注） ・資料は「北九州市統計年鑑」
 ・特種用途車とは、消防車、警察車、救急車、タンク車等
 ・特殊車とは、建設機械自動車等
 ・軽自動車には、小型特殊自動車を含む

年　

度

総　

数

貨
物
自
動
車

乗
用
自
動
車

バ　

ス

特
種
用
途
車

・
特
殊
車

小
型
二
輪
車

軽
自
動
車

H9
H10
H11
H12
H13
H14
H15
H16
H17

549,617

551,492

553,508

555,821

554,997

557,795

561,076

566,577

571,271

63,219

61,998

60,961

60,360

58,254

56,867

56,170

55,905

55,671

313,693

317,100

318,250

316,960

313,966

313,990

313,292

314,356

314,530

1,954

1,907

1,886

1,892

1,885

1,910

1,917

1,948

1,956

10,136

10,626

11,000

11,239

11,215

11,151

11,127

11,140

11,244

8,556

8,784

8,750

8,887

9,049

9,207

9,281

9,566

9,777

152,059

151,077

152,661

156,483

160,628

164,670

169,289

173,662

178,093

◆北九州市における自動車保有台数（各年度末）

豊かな自然環境と快適な生活環境の確保▶▶

公害健康被害の補償と予防

（平成1９年３月末現在）

構成比年齢別
（歳）

総　数
男 女 計

慢性気管支炎
男 女 計

気管支ぜん息
男 女 計

ぜん息性気管支炎
男 女 計

肺気腫
男 女 計

 0～14

15～39

40～59

60～64

65～

計

0

274

87

17

117

495

0

197

104

29

212

542

0

471

191

46

329

1037

0

0

1

0

13

14

0

0

0

1

32

33

0

0

1

1

45

47

0

274

86

17

104

481

0

197

104

28

180

509

0

471

190

45

284

990

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0.00 

45.42 

18.42 

4.44 

31.73 

100.00 

◆年齢別疾病別被認定者数（法）

（平成1９年３月末現在）

構成比年齢別
（歳）

総　数

男 女 計

慢性気管支炎

男 女 計

気管支ぜん息

男 女 計

ぜん息性気管支炎

男 女 計

肺気腫

男 女 計

 0～14

15～39

40～59

60～64

65～

計

0

28

8

1

9

46

0

23

4

5

10

42

0

51

12

6

19

88

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

1

0

0

0

0

1

1

0

28

8

1

9

46

0

23

4

5

9

41

0

51

12

6

18

87

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0.00

57.95

13.64

6.82

21.59

100.00

◆年齢別疾病別被認定者数（要綱）

注：各年度とも、当該年度間及び年度における異動状況（3月31日現在）　　※上段は累計

項　目

 
48～50 51～53 54～56 57～59 60～62 63～H２H３～Ｈ５

年　　　　　　　　　　　　度
Ｈ６～Ｈ８ Ｈ９～H11 H12～H14 15 16 17 18

被認定者数

 治癒等

他都市
転　出

死　亡

計

増減数
被認定者数実数

失　

効　

者　

数

1,132

4

2

36

42
1,090
1,090

1,715
583
147
143
4
2

111
75
262
220
363

1,453

2,187
472
305
158
7
3

194
83
506
244
228

1,681

2,625
438
512
207
13
6

279
85
804
298
140

1,821

3,171
546
667
155
20
7

376
97

1,063
259
287

2,108

3,289
118
849
182
26
6

482
106

1,357
294

△ 176
1,932

3,296
7

1,013
164
31
5

574
92

1,618
261

△ 254
1,678

3,296
0

1,120
107
33
2

656
82

1,809
191

△ 191
1,487

3,296
0

1,183
63
33
0

749
93

1,965
156

△ 156
1,331

3,298
2

1,286
103
34
1

822
73

2,142
177

△ 175
1,156

3,298
0

1,299
13
38
4

847
25

2,184
42

△ 42
1,114

3,298
0

1,307
8
38
0

866
19

2,211
27

△ 27
1,087

3,298
0

1,312
5
38
0

889
23

2,239
28

△ 28
1,059

3,298
0

1,313
1
38
0

910
21

2,261
22

△ 22
1,037

◆被認定者異動状況（法）

昭和46年 11月 「公害に係る健康被害の救済に関する特別措置法」による地域指定の要請
昭和48年　2月 洞海湾周辺の若松区、八幡東区、八幡西区、戸畑区及び小倉北区の各一部48k㎡が地域指定となり医療費等の給付が 
  開始
昭和 48年 10月 「北九州市特定呼吸器疾病患者の救済措置要綱」を制定
昭和49年　8月 法の指定地域に隣接する5.9k㎡を救済措置要綱の指定地域として市独自に設定
昭和49年　9月 「公害健康被害補償法」が施行。施行にあわせて救済措置要綱の全面改訂補償法と同内容の補償給付及び公害保健福 
  祉事業の開始
昭和62年　9月 補償法が「公害健康被害の補償等に関する法律」に改正
昭和63年　3月 第一種指定地域の指定解除、補償要綱に基づく指定地域を解除
  ※既認定患者への補償給付と公害保健福祉事業（転地療養事業、リハビリテーション事業、家庭療養指導事業など）を実施。
  ※新たに地域住民を対象とした健康被害予防事業（健康相談事業、サマーキャンプ、水泳教室など）を実施。

アイドリングストップステッカー
キャラクター「エコドラ」

エコカーフェア 2006
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環境影響評価制度

昭和62年に「北九州市環境管理計画運用指針」を策定し、各種の事業・計画の実施にあたり、環境保全について適正な

配慮がなされるよう環境影響評価を実施してきました。更なる推進を図るため、平成10年 3月に「北九州市環境影響評価

条例」を制定しました。

平成18年度末までに方法書10件及び準備書7件の審査を行いました。

北九州市環境配慮指針

法及び条例の制限を受けない開発を実施する場合においても適切な環境保全への配慮が求められることから、平成18年

9月に北九州市環境配慮指針を策定しました。指針は、開発事業の規模の大小、事業者の官民の別にかかわらず活用できる

よう作成しており開発事業における環境保全への配慮が一層促進されることが期待されています。また、市が実施する開発

事業については、指針を活用した環境配慮チェック制度を導入します（平成19年 4月から）。

第3節 開発事業等における環境配慮の推進

注：各年度とも、当該年度間及び年度における異動状況（3月31日現在）　　※上段は累計

項　目

 
48～50 51～53 54～56 57～59 60～62 63～H２H３～Ｈ５

年　　　　　　　　　　　　度
Ｈ６～Ｈ８Ｈ９～H11 H12～H14 15 16 17 18

被認定者数

 治癒等

法移行

死　亡

計

増減数
被認定者数実数

失　

効　

者　

数

135

2

8

3

13
122
122

211
76
54
52
20
12
8
5
82
69
7

129

270
59
68
14
34
14
11
3

113
31
28
157

354
84
87
19
49
15
17
6

153
40
44
201

433
79
111
24
87
38
26
9

224
71
8

209

456
23
136
25
87
0
37
11
260
36

△ 13
196

456
0

166
30
87
0
43
6

296
36

△ 36
160

456
0

182
16
87
0
49
6

318
22

△ 22
138

456
0

197
15
87
0
57
8

341
23

△ 23
115

456
0

207
10
87
0
59
2

353
12

△ 12
103

456
0

209
2
87
0
63
4

359
6

△ 6
97

456
0

213
4
87
0
64
1

364
5

△ 5
92

456
0

214
1
87
0
65
1

366
2

△ 2
90

456
0

215
1
87
0
66
1

368
2

△ 2
88

◆被認定者異動状況（要綱）

事業名 開発事業者または計画者評価書縦覧年度
平成12

13
14
15
16

産業廃棄物処理施設の変更事業
北九州市学術・研究都市北部土地区画整理事業
総合環境コンビナート複合中核施設建設事業
天然ガスコージェネ発電設備建設事業
（仮称）新・新門司工場建設事業

民間（光和精鉱㈱）
北九州市（都市計画決定権者：北九州市長）
民間（北九州エコエナジー㈱）
民間（新日本製鐵㈱八幡製鐵所）
北九州市

◆環境影響評価の実施状況

　予　算

■平成19年度当初予算額（単位：千円）

a. 一般会計 +特別会計

b. 一般会計

c. 特別会計

一般財源
8,371,895
44.4％

環境総務費
826,936
4.4％

職員費
5,521,600
29.3％

環境保全費
633,769
3.3％

環境科学研究所費
151,144
0.8％

ごみ処理費
4,645,035
24.6％

し尿処理費
493,366
2.6％

工事費
3,748,109
19.9％

環境施設建設費
984,282
5.2％

廃棄物発電特別会計
1,862,000
9.9％

負担金
10,805
0.06％

使用料及び手数料
4,801,298
25.4％

国県補助金
83,670
0.4％

財産収入
32,732
0.2％

諸収入
2,949,841
15.6％ 18,866,241

100％
18,866,241
100％

市債
754,000
4.0％

廃棄物発電特別会計
1,862,000
9.9％

歳入 歳出

環境総務費
826,936
4.9％

職員費
5,521,600
32.5％

環境保全費
633,769
3.7％

環境科学研究所費
151,144
0.9％

ごみ処理費
4,645,035
27.3％

し尿処理費
493,366
2.9％

工事費
3,748,109
22.0％

環境施設建設費
984,282
5.8％

一般財源
8,371,895
49.2％

負担金
10,805
0.06％

使用料及び手数料
4,801,298
28.2％

国県補助金
83,670
0.5％

財産収入
32,732
0.2％

諸収入
2,949,841
17.4％

17,004,241
100％

17,004,241
100％

市債
754,000
4.4％

歳入 歳出

発電収入
1,481,937
79.6％

発電施設管理費
1,548,176
83.1％

熱供給施設使用料
3,355
0.2％

熱供給施設管理費
7,057
0.4％

繰出金
306,767
16.5％

雑入
288,903
15.5％

繰越金
87,805
4.7％

1,862,000
100％

1,862,000
100％

歳入 歳出

特別会計：特定の事業を行う場合、特定の歳入をもって特定の歳出に充て、一般会計から収支経理を分離して別に会計を行うものを指す。
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人口: 86,458人
面積: 68.10km²

人口: 259,484人
面積: 83.04km²

人口: 74,116人
面積: 36.36km²

人口: 214,814人人口: 214,814人
面積: 170.89km面積: 170.89km²

人口: 182,524人人口: 182,524人
面積: 39.27km面積: 39.27km²

人口: 63,174人
面積: 16.66km²

人口: 106,974人人口: 106,974人
面積: 73.37km面積: 73.37km²

人口: 214,814人
面積: 170.89km²

人口: 182,524人
面積: 39.27km²

人口: 106,974人
面積: 73.37km²

藍島中継所

馬島中継所

新門司環境センター

〈北九州市の人口及び面積〉

エコライフプラザ

日明環境センター
西港し尿圧送所

北九州市プラスチック資源化センター

日明工場
粗大ごみ資源化センター
日明かんびん資源化センター
日明リサイクルプラザ
日明積出基地

環境局

新門司工場

小倉南区

門司区

小倉北区

人口（人）

面積（km²）

987,544

（男性）463,776
（女性）523,768

（平成19年9月1日現在）

487.69

環境科学研究所

新門司環境センター

日明環境センター

皇后崎環境センター

エコライフプラザ

日明リサイクルプラザ

日明積出基地

新門司工場

日明工場

皇后崎工場

日明かんびん資源化センター日明工場粗大ごみ資源化センター

北九州市プラスチック資源化センター

皇后崎し尿投入所
皇后崎工場

皇后崎環境センター

北九州市
エコタウンセンター

人口: 86,458人人口: 86,458人
面積: 68.10km面積: 68.10km²

人口: 259,484人人口: 259,484人
面積: 83.04km面積: 83.04km²

人口: 74,116人人口: 74,116人
面積: 36.36km面積: 36.36km²

人口: 214,814人
面積: 170.89km²

人口: 182,524人
面積: 39.27km²

人口: 63,174人人口: 63,174人
面積: 16.66km面積: 16.66km²

人口: 106,974人
面積: 73.37km²

人口: 86,458人
面積: 68.10km²

人口: 259,484人
面積: 83.04km²

人口: 74,116人
面積: 36.36km²

人口: 63,174人
面積: 16.66km²

響灘西地区
廃棄物処分場

環境ミュージアム

環境科学研究所

本城かんびん資源化センター
本城リサイクルプラザ

八幡西区

八幡東区

戸畑区

若松区

環境ミュージアム北九州市エコタウンセンター

本城リサイクルプラザ本城かんびん資源化センター

　北九州市の概要と環境関連施設

【地形】

本市は、九州の最北端に位置し、関門海峡を挟んで

本州に接しています。市域の広さは、東西 33km、南北

34km、面積は約 487k ㎡で、福岡県の約 10％を占めて

います。市域の大部分は、東部の企救山塊と中央部から南

に延びる福智山塊により占められ、北部は海に面して平地

が広がっていますが、概して後背地の少ない地形です。地

質的にも安定しており、地震の少ない地域です。

【気象】

本市は、瀬戸内海（周防灘）と日本海（響灘）に面して、

瀬戸内海気候と日本海気候の中間的な傾向を示していま

す。年平均気温15℃程度、年間降水量1,800mm程度で、

地域により風向も異なりますが、一般的には冬季の西系の

風が強く、春季から秋季にかけては南系の風が多く、夏は

晴天も多いが湿度が高く蒸し暑い日が多くなります。

年・月
人　　口

総　　数 男 女

平成13年10月

平成14年10月

平成15年10月

平成16年10月

平成17年10月

平成18年10月

平成19年  9月

1,008,657

1,006,458

1,003,267

1,000,136

993,525

990,585

987,544

476,720

475,228

473,575

471,676

466,779

465,415

463,776

531,937

531,230

529,692

528,460

526,746

525,170

523,768

◆人口の推移 （平成19年9月1日現在）


